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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 

売上高 (千円) 68,217 123,876 216,764 302,378 448,110 

経常利益又は経常損失(△) (千円) △42,565 11,974 81,735 122,248 201,902 

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(千円) △46,849 11,684 81,452 111,497 114,420 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 219,350 219,350 219,350 593,475 596,850 

発行済株式総数 (株) 4,387 4,387 4,387 9,257 9,347 

純資産額 (千円) 30,196 41,881 123,333 960,581 1,081,752 

総資産額 (千円) 70,172 48,959 140,290 996,187 1,183,638 

１株当たり純資産額 (円) 6,883.19 9,546.72 28,113.48 103,768.16 115,732.56 

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
― 
(―) 

―
(―) 

―
(―) 

― 
(―) 

3,100 
(―) 

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) 

(円) △10,977.18 2,663.52 18,566.76 20,257.63 12,299.30 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 13,633.90 11,735.43 

自己資本比率 (％) 43.03 85.54 87.91 96.43 91.39 

自己資本利益率 (％) ― 32.42 98.60 20.57 11.21 

株価収益率 (倍) ― ― ― 58.25 33.74 

配当性向 (％) ― ― ― ― 25.20 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △28,881 7,219 87,510 140,200 172,701 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 0 △444 △2,833 △696 △78,860 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 50,727 △30,000 ― 704,963 6,750 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 53,568 30,343 115,020 959,489 1,060,080 

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名)
1 

〔9〕

1

〔9〕

3

〔9〕

5 

〔7〕

4 

〔9〕



  

(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有しておりませんので、記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権付社債が発行されておりますが、第３期については１株当

たり当期純損失が計上されているため、第４期、第５期については新株予約権及び旧商法に基づく新株引受権残高があり

ますが、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんでしたので記載しておりません。 

５ 株価収益率については、第３期から第５期までは当社は非上場であったため、記載しておりません。 

６ 当社は第１期より証券取引法第193条の２の規定に基づき、新日本監査法人の監査を受けております。 

  



２ 【沿革】 

  

  

３ 【事業の内容】 

当社は主要事業として個人を中心とする投資家向けの金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーション(※１)

をインターネット上の様々なチャンネルを通じて提供しております。株式投資などにおいてサポートとなるニュー

ス、チャート、データベース、動画コンテンツなどの様々なプロダクトを主に自社開発、制作し、それを様々な投資

家のレベルやニーズに合わせた形で提供しております。金融証券市場ニュース等は中立的な立場から制作、編集を行

っており、市場全体の概況や個別企業の株価動向の解説などを主としております。チャートなどの投資支援アプリケ

ーションについても、当社が特定の分析手法やソフトなどを推奨することはなく、多くのアプリケーションを使いや

すい形で提供しております。 

当社は当社プロダクトをユーザーである個人投資家へ提供するに際して、いずれの場合においても、当社プロダク

トに当社のブランド『Dreamvisor.com（ドリームバイザー・ドット・コム）』を付すことで、ユーザーにおいて当社

ブランドを広く認知、深く浸透させるべく努めております。 

  

※１ 株価や出来高等の市場データと検索エンジンやチャートなどを組み合わせて、投資を行う際のサポートとな

るソフトウエアの事を意味します。 

  

  

（１）金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションの提供事業 

金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションの提供事業は、①中級・上級投資家向けサービス、②一般投資

家向けサービス、③外国為替証拠金取引事業者向けサービス、④証券会社、銀行営業職員等向けサービスに分類され

ます。なお、中級・上級投資家向けサービスは、当社全体の事業における主力サービスとなっております。以下、各

サービスについて説明いたします。 

  

①中級・上級投資家向けサービス 

主要ネット証券など証券会社の個人顧客向けに提供している当社の主力サービスであり、有料サービスとして提供

年月 概要

平成11年12月 
個人投資家向け金融証券市場関連の情報の提供を目的として、東京都港区赤坂一丁目９番２号に
資本金35,000千円をもってドリームバイザー・ドット・コム株式会社を設立。 

平成12年４月 金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションの提供事業の開始。

平成12年10月 動画コンテンツの制作、提供事業の開始。

平成12年12月 ＡＳＰサービスによる金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションの提供事業の開始。

平成13年６月 
株式会社ＣＳＫに対して金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションのライセンス供与
を開始。 

平成13年８月 新事業創出促進法に基づく経済産業大臣の認可を取得。

平成14年８月 社団法人投資信託協会より投資信託評価機関の認定を取得。投資信託評価事業の開始。 

平成17年６月 当社株式が東京証券取引所マザーズ市場に上場。

事業部門別 

 （１）金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションの提供事業 

 （２）その他の事業 



しております(※２)。比較的株式投資の経験の長い中級・上級投資家向けサービスとして、ニュースの他、リアル

タイム株価の自動更新、30種類以上のテクニカル指標が分析可能な株価チャート、銘柄検索エンジン、先物・オプシ

ョン損益計算ソフト、テクニカル分析シミュレーション用ソフト等多くのコンテンツを一つのサービスとして提供し

ております。一部を除き、このサービスの提供にあたっては株式会社ＣＳＫ証券サービス等の事業パートナーが証券

取引所からのデータフィード（※３）とその管理、証券会社とのシステムの繋ぎ合わせを行った上、各証券会社に対

しＡＳＰサービスにより提供しております。 

基本的にはどの提供証券会社に対しても、同じコンテンツの構成によりサービスを提供しておりますが、証券会社

が自社の顧客に本サービスを提供する際は、証券会社ごとにサービスのネーミングや画面の配色が異なる場合があり

ます。また、証券会社が顧客へ課金する利用料金も各証券会社により異なる場合があります。 

証 券 会 社 の 個 人 顧 客 以 外 に、当 社 の 自 社 ウ エ ッ ブ サ イ ト『ド リ ー ム バ イ ザ ー・ド ッ ト・コ ム

（ http://www.dreamvisor.com/ ）』においても、中級・上級投資家を対象に直接、同様のサービスを提供しており

ます（価格や内容に関しては一部異なります）。 

また、自社ウエッブサイトと同様のサービスを凸版印刷株式会社(現 株式会社ビットウェイ)と業務提携し、ニフ

ティ、ビッグローブなど主要インターネット・サービス・プロバイダー（以下「ＩＳＰ」という。）のポータルサイ

トにおいても有料にて提供しております。凸版印刷(現 ビットウェイ)は「ビットウェイ」と称する有料コンテンツ

の課金事業の下、主要ＩＳＰと当社などのコンテンツ・プロバイダーとのシステムの繋ぎ込み、利用料金の徴収を行

っております。当社は凸版印刷(現 ビットウェイ)「ビットウェイ」へＡＳＰサービスとして当社のサービスを提供

し、凸版印刷(現 ビットウェイ)が当社サービスを主要ＩＳＰへサブライセンスしております。各ＩＳＰが自社の顧

客に当社サービスを紹介、顧客が有料により当社サービスを利用した場合、各ＩＳＰは顧客に課金した利用料の内、

ライセンス料を凸版印刷(現 ビットウェイ)に支払います。凸版印刷(現 ビットウェイ)は各ＩＳＰから支払われた

金額の内、当社へのライセンス料を当社へ支払います。 

  

※２ 一部の証券会社では顧客の株式取引の有無を条件に無料で提供しているケースもあります。 

 ※３ データフィードとは証券取引所にて売買される株価や出来高などのデータを投資家や証券会社などへ伝達、

提供することを目的に、証券取引所との間に専用の通信回線を敷設することにより、データを取得、配信するこ

とを意味します。 

  

②一般投資家向けサービス 

主に大手証券など証券会社へチャートなど投資支援アプリケーションを提供しており、証券会社は自社の顧客に本

サービスを無料で提供しております（※４）。サービスの内容は基本的なテクニカル指標や分析機能を備えた株価チ

ャートなどのアプリケーションが主体であり、比較的、投資経験の浅い投資家を対象としております。 

また、外資系証券などがネット証券等を通じて、個人向けに提供を行っている金融派生商品（カバードワラント

等）の価格やチャートなどの専用ウエッブサイトをＡＳＰサービス形式により外資系証券へ提供しております。本ウ

エッブサイトはネット上において無料により一般公開されている他、ネット証券などの金融派生商品のページとリン

クする形でネット証券の顧客へも無料で提供されております。 

一般投資家向けサービスの提供にあたっては当社が直接、証券会社へ提供しているサービスの他、株式会社ＣＳＫ

証券サービス等の事業パートナーが証券取引所からのデータフィードとその管理、証券会社とのシステムの繋ぎ合わ

せを行った上、各証券会社に対し、ＡＳＰサービスにより提供している場合があります。 

  

※４  一部の証券会社では有料で顧客へ提供しているケースもあります。 

  

③外国為替証拠金取引事業者向けサービス 



外国為替証拠金取引事業者の顧客向けに為替チャートなどの投資支援アプリケーションを提供しております。当社

がＡＳＰサービスの形式により外国為替証拠金取引事業者へ直接提供する方法の他、外為どっとコム株式会社、株式

会社ＣＳＫ証券サービスなど事業パートナーを通じ間接的に提供する方法があります。サービスについては、外国為

替証拠金取引事業者が無料で顧客に提供している場合と有料で提供している場合の双方があり、その内容も各社の仕

様に応じて異なります。当社は基本的には自社で開発した同一のアプリケーションを提供し、利用料金や利用形態に

より、その機能を制限、もしくは開放することにより提供しております。本サービスの提供先は外国為替証拠金取引

事業者となりますが、外国為替証拠金取引事業の専門業者の他、証券会社が同事業を行っている場合もあり、大手証

券やネット証券などの一部においても当社サービスが顧客に提供されております。 

  

④証券会社、銀行営業職員等向けサービス 

証券会社の営業職員、銀行の証券市場部門の職員向けに提供しております。サービスの内容としては、①の中級・

上級投資家向けサービスとほぼ同様となっております。 

このサービスの提供にあたっては株式会社ＩＳＩＤフェアネス（電通国際情報サービスの金融情報配信子会社）、

株式会社ＣＳＫ証券サービス等の事業パートナーが証券取引所からのデータフィードとその管理、証券会社とのシス

テムの繋ぎ合わせを行った上、各証券会社、銀行等に対しＡＳＰサービスにより提供しております。現在の証券会社

の営業職員、銀行の証券市場部門の職員向け仕様以外に品揃えとして、銀行における証券仲介業及び独立系証券仲介

業者向けのサービスを用意しております。 

  

（２）その他の事業 

その他の事業は、①動画コンテンツの制作、提供事業、②個人投資家向けＩＲ（投資家向け広報）事業、③投資信

託評価事業に分類されます。以下、各事業について説明いたします。 

  

①動画コンテンツの制作、提供事業 

当社では金融証券市場のニュースを当社スタジオからインターネット上のストリーミング動画により個人投資家を

主な対象に配信する事業を行っております。ストリーミングを利用した動画配信ではライブ(生中継)による配信とラ

イブにより配信された動画をオンデマンド(録画)の形で視聴可能なオンデマンド配信の２方式により提供しておりま

す。 

『ミッドライブ』と称した本サービスは株式会社毎日新聞社、株式会社インプレス(現 株式会社air impress)を事

業パートナーとして共同制作しております。毎日新聞社が政治、経済、社会、スポーツ等のニュースの提供や宣伝な

どを担当し、インプレス(現 air impress)がストリーミング動画の配信にかかる配信システムの提供や技術面での運

営助言などを担当、当社が金融証券市場のニュースの提供と日々の運営を担当するという業務分担となっておりま

す。 

現在は配信プログラムの全番組をインターネット上にてストリーミング動画が視聴出来る利用者全てを対象に無料

で提供しております。当社のウエッブサイトの他、毎日新聞社のウエッブサイト、インプレス(現 air impress)のウ

エッブサイトにおいて提供されています。また、日本電気株式会社(現 ＮＥＣビッグローブ株式会社)と提携し、同

社の運営するインターネットサービスBIGLOBEにて提供されています。４社は「BIGLOBEマネー」上で本サービスの連

携サイトを無料で提供し、広告料収入モデルとして新たな事業展開を行うものです。 

  

②個人投資家向けＩＲ（投資家向け広報）事業 

当社では主な個人投資家向けＩＲ事業として、ＮＰＯ日本個人投資家協会のＩＲウエッブサイト『ジャイネット

（ http://www.jaii.net/ ）』の運営を行っております。同サイトでは日本個人投資家協会の会員やウエッブサイト

の利用者を対象に上場企業のリリース情報や社長インタビュー及び企業説明会の模様などをオンデマンドの動画形式



により無料にて提供しております。 

  

③投資信託評価事業 

当社は投資信託の評価に関する情報を当社のウエッブサイトにて無料で提供している他、毎日新聞社など自社ウエ

ッブサイトにおいて投資信託の情報提供を行う事業会社に対して、有料により当社の投信評価に関する情報を提供し

ております。当社は投資信託の評価方法としては社団法人投資信託協会から提供される投資信託の時価や過去の基準

価格等の情報を基に定量的な分析を行い、自社のオリジナルの評価方法により投資信託の過去実績の評価を行ってお

ります。投信評価に関しては、過去の実績を評価するに留まり、投資信託の将来の運用成績の予想や特定の投資信託

などを推奨することは行っておりません。また、社団法人投資信託協会から提供を受けない投資信託の評価に関して

は行っておりません。 

当社は投資信託の時価や過去の基準価格の情報を入手するにあたっては、社団法人投資信託協会から投資信託評価

機関として認定を受けております。 

  

  



［事業系統図］ 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 
  

(注)  当社と凸版印刷株式会社との契約は、平成17年10月に凸版印刷株式会社の100％子会社である株式会社ビットウェイに承

継されております。 



４ 【関係会社の状況】 

  

  該当事項はありません 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

４ 従業員数が平成17年６月30日現在に比較し１名減少しておりますが、自己都合退職によるものです。 

  

(2) 労働組合の状況 

  

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

4(9) 36.0 3.1 7,307



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度における市場環境は、活発な企業の設備投資や個人所得の増加などを受けて、堅調な個人消費や企業

業績の拡大から景気回復期待が高まる状況となり、日経平均株価は期初の11,600円台から下値を切り上げる動きが

継続しました。平成17年９月には衆議院解散総選挙となりましたが、日経平均株価は13,000円台乗せとなりまし

た。その後本年１月16日には東京地検がライブドア本社などに強制捜査を行い、これを受け翌１月17日からライブ

ドアショックといわれる株式市場の急落がありました。そして３月には日本銀行により量的緩和政策が解除されま

したが、株価は堅調に推移し４月には日経平均株価は17,000円を上回りました。しかしその後インフレ警戒感など

から軟調となる米国株式市場や中東情勢に加え北朝鮮のミサイル発射での緊張の高まりなどの海外要因が相次いで

生じました。また村上ファンドの村上代表がニッポン放送株をめぐるインサイダー取引事件で逮捕起訴され、金融

政策の責任者である日本銀行の福井総裁が村上ファンドで高い運用益を上げていたことが問題となりました。株価

は４月以降下落基調を辿り、日経平均株価は15,505円で当事業年度を終えました。 

一方で、わが国のインターネット市場は、引き続き拡大傾向にあります。(財)インターネット協会の「インター

ネット白書」によれば、平成18年２月調査時点での国内インターネット利用人口は7,361万９千人に上り、インター

ネット利用世帯の72.2％はブロードバンド接続で、初めて７割を超えたとのことでした。そしてネット証券のみな

らず総合証券もネット取引を重視する姿勢を鮮明にしつつあります。また、平成17年４月に実施されたペイオフも

間接金融から直接金融への流れに拍車をかけるものと思われ、新たな個人投資家の創出という意味で大きな影響が

期待されます。 

このような状況下で、当社は引き続きインターネット上で個人投資家向けに金融証券市場ニュース及び投資支援

アプリケーションを提供する金融情報企業としてのブランドを確立するために、営業活動とコンテンツ、アプリケ

ーション機能の充実及び事業の拡張への積極的取り組みを継続してまいりました。利用者数の増加により、クライ

アントベースは順調に拡大しております。 

なお、平成17年12月より、日興コーディアル証券株式会社から当社のニュース、投資支援アプリケーションのASP

方式での提供を受託しました。今後、日興コーディアル証券以外の証券会社、金融機関向けに今回と同様のプロダ

クトを提供することも計画しております。 

また、平成17年12月より株式会社毎日新聞社、株式会社インプレス(現 株式会社air impress)と運営している株

式情報の無料動画ライブ配信サービス「MiD LIVE」を、日本電気株式会社(現 ＮＥＣビッグローブ株式会社)と提

携し、日本電気(現 ＮＥＣビッグローブ)の運営するインターネットサービスBIGLOBEにて開始いたしました。４社

は「BIGLOBEマネー」上で本サービスの連携サイトを無料で提供し、広告料収入モデルとして新たな事業展開を行う

ものです。 

このような結果、売上高は、448,110千円と前年同期と比べ145,732千円 (48.2％）の増収、経常利益は、201,902

千円と前年同期と比べ79,654千円 (65.2％）の増益、そして当期純利益は、114,420千円と前年同期と比べ2,922千

円（2.6％）の増益となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。) は、ネット証券会社を通じた金融証券市場ニ

ュース及び投資支援アプリケーションの提供事業は好調でありましたが、オフィス移転に伴い建物、附属設備など

の有形固定資産及び新サービスに伴うソフトウェアなどの無形固定資産の取得により前事業年度末に比べ100,591千

円増加し、当事業年度末には1,060,080千円となりました。 



当期中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当期事業年度において営業活動の結果得られた資金は172,701千円(前年同期は140,200千円)となりました。これ

は主に、各プロジェクトが順調に推移したことにより税引前当期純利益197,015千円(前年同期は122,248千円)が計

上されたことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度において投資活動の結果流出した資金は78,860千円(前年同期は696千円)となりました。これは、主に

オフィス移転に伴い建物、附属設備などの有形固定資産の取得による支出27,425千円(前年同期は538千円)、新サー

ビスに伴うソフトウェアなどの無形固定資産の取得による支出26,883千円(前年同期は158千円)及び敷金保証金の払

込による支出23,306千円(前年同期は―千円)によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度において財務活動の結果得られた資金は6,750千円(前年同期は704,963千円)となりました。これは、

株式の発行による収入による資金6,750千円(前年同期は704,963千円)によるものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注状況 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

前事業年度及び当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注)  １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 最近２事業年度の主な相手先別の提供実績及び当該提供実績に対する割合は次のとおりです。 

  

  

事業部門別 

前事業年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

金額(千円) 
前年同期比

(％) 
金額(千円) 

前年同期比

(％) 

金融市場ニュース及び投資支援 
アプリケーションの提供事業 

298,257 142.7 445,091 149.2 

その他の事業 4,120 52.9 3,019 73.3 

合計 302,378 139.5 448,110 148.2 

相手先 
前事業年度 当事業年度 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

株式会社ＣＳＫ証券サービス 246,398  81.5 339,450 75.8 



３ 【対処すべき課題】 

インターネットにおける個人投資家への証券情報提供の事業分野においては、大手新聞社系、通信社系及び独立系情

報提供会社などが存在し、証券会社や大手ポータルサイトなどを通じて情報提供が行われております。当社において

も、事業の拡大、平成17年６月東証マザーズ上場とともに個人投資家や株式市場における存在感や知名度が拡大しつつ

あると認識しております。 

一方、個人投資家は、手数料の自由化と証券会社のオンライン化により、確実に株式投資に慣れつつあります。ま

た、株式投資を行うに当っての投資判断の参考として証券情報を利用することも一般的になりつつあり、当社を始めと

した情報提供会社の存在も身近なものになりつつあります。 

このような状況のもと、株式市場も安定した状態にあるとはいえ、当社を取り巻く環境は追い風の吹く状況へ向かっ

ていると認識しておりますが、今後、当社が経営基盤を強化するにあたっては、今後対処すべき課題も存在します。 

  

(1)主要プロダクトの品質向上 

当社の主要プロダクトである金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションは、より多くの個人投資家に利用

され、品質向上の必要性がこれまで以上に高まってきております。当社は、今後も、より適時に的確な情報を投資家に

提供できるよう努めるとともに、蓄積してきたノウハウ及び投資家ニーズを反映させることによりプロダクトの品質向

上を図ってまいります。 

  

(2)ブランド力の向上 

当社では、主力事業が金融証券市場に関連するコンテンツであり、信頼性が重要であることから、ブランド力の維持

及び向上が重要であると認識しております。また、競合するプロダクトとの差別化を図るためにも、ブランド力の向上

は重要であると認識しております。 

当社では、今後、投資家からの支持や信頼を勝ちとるため、営業やマーケティングの推進によりブランド及び企業イ

メージの向上に努めてまいります。 

  

(3)低コスト構造の維持 

当社ではこれまで自社によりプロダクトの制作、開発を行う一方、様々な事業パートナーとの協業、積極的な業務の

アウトソーシング化などを推進する事により、少数精鋭主義を貫徹することにより、低コストによる効率的な業務運営

を行ってまいりました。当社では、今後、事業拡大に伴い増員などの経営資源の増強を行うことが必要となりますが、

競合するプロダクトとの競争を優位に展開するため、引続き費用対効果を厳格に計算し費用の増加を抑制することによ

り、低コスト構造の維持に努めてまいります。 

  

(4)優秀な人材の確保と育成 

急速なＩＴ技術、証券金融知識の進歩や変化に対して、迅速に対応出来る優秀な人材こそ当社にとって重要な経営資

源であると認識しております。また、当社は小規模組織ではありますが、業務のマニュアル化、ＩＴ化、アウトソーシ

ングの活用により、業務効率向上の徹底を図っており、現状の人員構成は事業規模に相応しいものとなっております。

しかしながら、今後の業容拡大に伴い優秀な人材の確保が必要になると思われます。当社では、今後、優秀な人材の採

用を積極的に進めるとともに、ＯＪＴなどの社内教育を通じて従業員の能力向上を図ってまいります。 

  

(5)内部管理体制の強化とコーポレート・ガバナンスの充実 

当社では、高成長を維持し、継続的に企業価値を高めていくためには、事業規模に相応しい内部管理体制の充実が不

可欠であると認識しております。当社では、今後、内部管理体制の強化を図るとともに、コーポレート・ガバナンスの

充実に取り組んでまいります。 



  

(6)事業の多角化 

当社では、経営基盤を安定させるために、特定事業への依存から脱却し、事業の多角化を図ることが重要であると認

識しております。 

これまで立ち上げてきた事業である動画コンテンツの制作、提供事業、個人投資家向けＩＲ（投資家向け広報）事業

や投資信託評価事業をさらに推進し収益拡大を進めるとともに、新規事業として、当社で蓄積したノウハウが活かせる

と考えられる証券仲介業務、ラップ口座関連業務(注)等についても検討することにより経営基盤の安定に努めてまいり

ます。 

(注) ラップ口座とは証券会社の専任スタッフが顧客に代わり顧客の資産を個々に運用する為の証券口座のことを意味します。 

  

４ 【事業等のリスク】 

以下において当社の事業展開上のリスク要因となりうる事項を記載しております。また、必ずしも事業上のリスクに

該当しない事項についても、投資者の投資判断において重要であると考えられる事項については、積極的に開示してお

ります。 

なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であ

りますが、本株式に関する投資判断は、以下の記載事項及び本項以外の記載事項を、慎重に検討した上で行われる必要

があると考えられます。また、以下の記載は当社の事業又は本株式への投資に関するリスクをすべて網羅するものでは

ありませんので、ご注意ください。 

なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

Ａ 当社事業運営上のリスクについて 

(1)事業の収益構造について 

当社の事業は当社が制作、開発したプロダクトを利用者である個人投資家へ提供することであります。主要事業は金

融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションの提供でありますが、その提供方法は当社が事業パートナーに当社

プロダクトをライセンスし、事業パートナーは当社プロダクト上に証券取引所から入手した株価データを反映させた

上、証券会社へサブライセンスしており、証券会社は利用者である自社の顧客へ有料もしくは無料で提供しておりま

す。証券会社が有料で顧客へ提供する場合は、当社プロダクトの利用料は顧客の負担で賄われ、無料で提供する場合は

証券会社の負担で賄われております。多くの場合、当社プロダクトのライセンス料は一利用者当たりの単価を基に設定

しております。また、当社ホームページなどにおいて直接、個人投資家である利用者へ利用料を設定し提供している場

合もあります。このように利用者数の増減が当社売上の増減と密接に関係しております。 

  

(2)当社プロダクトの提供価格について 

当社の売上の多くは金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションを、事業パートナーを通じ、証券会社の顧

客である利用者へ提供することによるものであります。当社では、現在の顧客への提供価格は、顧客が利用するにあた

り適度な水準であると考えておりますが、証券会社から顧客への提供価格や事業パートナーから証券会社へのサブライ

センス料や当社から事業パートナーへのライセンス料は変動する可能性があり、当社の業績に影響を与える可能性があ

ります。 

  

(3)株式市場の低迷等による影響について 

当社は、平成11年12月に設立され、数ヶ月の準備期間を経て、平成12年４月の営業開始以来、株式市況が低迷する中

でも順調に利用者を獲得し、売上高を増加させてきております。しかし、当社の現在の主要な利用者はインターネット

取引を行う個人投資家であることから、今後株式市況が低迷した場合、個人投資家の株式市場に対する参加意欲が低下



すること等により、当社プロダクトの利用者数が減少し、売上高が減少する可能性があります。 

その他、株式市場及び金融、証券業界をとりまく環境の変化などによって当社の業績に影響を与える可能性がありま

す。 

  

(4)競合企業について 

現在の当社の主力事業である金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションの提供事業の分野においては、大

手情報提供会社をはじめ競合企業が数社あります。大手情報提供会社は一般的にその主要な顧客基盤を証券会社、銀

行、運用会社などの法人とする一方、個人に対してもプロダクトを提供しております。 

当社は、個人投資家向けに特化したプロダクトの開発、制作を行い、個人投資家が利用しやすい価格にて提供するこ

とにより事業を拡大してまいりました。当社では、競合先である大手情報提供会社の提供する一部のニュースは法人向

け、個人向けで配信タイミングを変える場合があるなど、必ずしも個人投資家のニーズに合致した情報提供が行われて

いるとは言い難いと考えております。そのため、個人投資家向けに特化したプロダクトを提供する当社サービスは、大

手情報提供会社との間で差別化が可能であると考えております。 

しかしながら、今後競合関係の激化や、個人投資家向けに特化した他の競合企業が市場に参入した場合、プロダクト

などの質への要求及び価格競争が激しくなり、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

また、今後当社が事業領域の拡大を図っていくなかで、金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションの提供

事業以外の分野に参入した場合、当該分野において新たな競合が発生する可能性があります。 

  

(5)パートナーシップの偏り 

当社が証券会社を介し金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションを個人投資家へ提供するにあたっては、

当社は事業パートナーである株式会社ＣＳＫ証券サービスと当社プロダクトの供与に関するライセンス契約を締結し、

同社が証券会社とサブライセンス契約を行うという提供形態をとっている場合が多くなっております。 

当事業年度における当社の同社向け売上高は339,450千円(当社の売上高全体に占める比率75.8％)と、同社に対する依

存度が高くなっております。当社と同社との間において締結されているライセンス契約は、契約期間１年による自動更

新となっております。現在、同社との関係は良好でありますが、将来にわたり取引の継続が保証されているものではな

く、同社との契約が期間満了後に自動更新されない場合や解除その他の理由で終了した場合、当社の事業運営及び業績

に重要な影響を与える可能性があります。 

現在、当社は一部の証券会社へ直接当社プロダクトを提供している他、同社以外の複数の事業パートナーとライセン

ス契約を締結することにより、当社プロダクトを提供しております。 

今後も当社といたしましては、新たな販売チャネルを確立することや、顧客の分散を図り、特定事業パートナーへの

高依存に伴うリスクを軽減していくように検討しておりますが、かかるリスクの軽減が計画通り進展しない場合には、

当社業績に重要な影響を与える可能性があります。 

  

(6)インターネット技術への対応及びシステムの陳腐化について 

最近のインターネットを始めとする電子技術の進歩は、ハードウェア、ソフトウェア両面において急速であり、ま

た、これに関わる新しい技術も次々と開発されております。 

このような進歩は、コンテンツにも大きな変革をもたらし、ユーザーニーズ及び当社の事業領域の多様化や変化も予

想されます。当社は、新技術の先取対応と、それを生かした先進的なコンテンツの提供に今後とも積極的に取り組んで

いく方針でありますが、このような多様化や変化に対応できなくなった場合、当社システム及びサービスの陳腐化を招

き、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

(7)システムトラブルの影響について 



当社の主な事業がインターネット上において金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションを提供していると

いう性格上、当社の事業運営は社内外の様々なネットワーク・システム及びコンピューター・システムに依存しており

ます。 

  

①当社におけるシステムトラブル 

当社では、当社のシステムの多くを占める金融証券市場ニュースの配信や自社ホームページにおけるコンテンツの提

供において、そのサーバーの管理をアウトソーシングしております。アウトソーシングの委託先においてはセキュリテ

ィを重視したシステム構成、ネットワークの負荷を分散する装置の導入、24時間365日の監視等に取り組んでおり、シス

テム構成や設置環境には安全性を重視しておりますが、アクセスの急激な増加等の一時的な負荷増大によって委託先の

当社のサーバーが動作不能な状態に陥った場合や、火災・震災をはじめとする自然災害、停電等の予期せぬ事由により

当社のシステムや当社のサーバーに障害が生じた場合、当社のサービスを停止せざるを得ない状況が起こる可能性があ

ります。これらの事態が発生した場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

②事業パートナー、その他におけるシステムトラブル 

当社が当社プロダクトを個人投資家へ提供するに際しては、事業パートナーや証券会社、インターネットの通信業者

であるＩＳＰ等のシステムに多くを依存しております。 

株式会社ＣＳＫ証券サービス等の事業パートナーは当社投資支援アプリケーションへの株価などのデータ配信を担っ

ているとともに、そのシステムを証券会社のシステムに結合し当社プロダクトを証券会社の顧客へ提供しております。

また、当社は事業パートナーを介さず当社システムを証券会社のシステムへ結合することにより、当社プロダクトを証

券会社の顧客へ提供している場合もあります。 

また、当社のプロダクトはインターネット上における利用を前提として提供されており、当社のプロダクトを利用す

る個人投資家は何らかの形でＩＳＰのシステムを利用しております。 

このような状況であるため、事業パートナーや証券会社、ＩＳＰのネットワーク環境やハードウェアの不具合によ

り、当社の提供するサービスに障害が生じるおそれがあります。また、アクセスの急激な増加等の一時的な負荷増大に

よって事業パートナーや証券会社、ＩＳＰのサーバーが動作不能な状態に陥った場合や、火災・震災をはじめとする自

然災害、停電等の予期せぬ事由により事業パートナーや証券会社、ＩＳＰのシステムに障害が生じた場合、当社のサー

ビスを停止せざるを得ない状況が起こる可能性があります。これらの事態が発生した場合には、当社の業績に影響を与

える可能性があります。 

  

(8)提供情報の誤謬、誤配信及び著作権侵害による影響 

当社は個人投資家へ金融証券市場ニュース等の情報コンテンツを提供しておりますが、その提供に当たり、当社で主

要な情報コンテンツの制作、編集及び配信を行っております。情報コンテンツの制作、編集及び配信に際しては、誤

謬、誤配信、第三者に対する著作権の侵害を来さぬよう努めております。 

しかしながら、情報コンテンツの制作、編集及び配信における技術的な問題や人為的なミス、内容や制作過程から一

部の欠落や誤謬が発生する場合並びにその内容において第三者に対する著作権の侵害が認められた場合、当社への損害

賠償請求、信用の低下及びブランド力の劣化等により、当社の事業運営及び業績に重要な影響を与える可能性がありま

す。 

  

(9)情報管理と情報漏洩について 

①個人情報の保護について 

当社は、当社サイト上の各サービスの中で、当社有料会員に関する個人情報を取得しております。一方、平成17年4月

1日に施行された「個人情報の保護に関する法律」(個人情報保護法)は、個人情報を利用して事業活動を行う法人及び団



体等に対して、個人情報の適正な取得、利用及び管理等を義務付け、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権益保

護を図ることを目的とした法律であることから、当社のビジネスにも影響があると認識しております。 

当社では、個人情報を取り扱う役職員を限定し、個人情報へのアクセスに当たってはパスワード管理を実施する等ソ

フト、ハードの両面から社内での厳格な情報管理を継続的に行う個人情報の保護体制を構築しております。また、高度

のセキュリティ技術の活用、業務マニュアル・ガイドライン等を整備しております。また、今後は更に体制を強化して

行く所存であります。しかしながら、上記のような対策を講じたとしても、個人情報の流出等の重大なトラブルが当社

で発生した場合には、当社への損害賠償請求、信用の低下及びブランド力の劣化等、当社の事業運営及び業績に重要な

影響を与える可能性があります。 

  

②顧客に関する機密情報の保護について 

当社では事業を遂行する上で顧客に関する機密情報を取得しております。当社では、機密情報を取り扱う役職員を限

定し、機密情報へのアクセスに当たってはパスワード管理を実施し、機密情報専用の保管場所を確保しその入退室を管

理する等ソフト、ハードの両面から社内での厳格な情報管理を継続的に行う機密情報の保護体制を構築しております。

また、高度のセキュリティ技術の活用、業務マニュアル・ガイドライン等を整備しております。また、今後は更に体制

を強化して行く所存であります。しかしながら、上記のような対策を講じたとしても、機密情報の流出等の重大なトラ

ブルが当社で発生した場合には、当社への損害賠償請求、信用の低下及びブランド力の劣化等、当社の事業運営及び業

績に重要な影響を与える可能性があります。 

  

(10)法的規制について 

現在、当社の事業を推進する上で、直接的に規制を受ける法的規制は存在しないと認識しております。しかし、今後

現行法令の解釈の変更や改正並びに新法令の制定等、当社事業を規制する法令等が新たに制定される可能性がありま

す。そうした場合に、当該規制への対応に際して、サービス内容の変更や新たな開発コストが発生すること等により、

当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

(11)証券会社による類似プロダクトの自社開発について 

現在のところ、証券会社が顧客に提供するニュースや株価チャート等の情報は、当社を含めた外部の情報提供会社か

ら提供を受けている例が多いと当社では認識しており、証券会社において当社と類似するプロダクトを自社開発する動

きは多く見受けられません。しかしながら、今後、証券会社が自社開発を積極化した場合には、プロダクト等の質への

要求及び価格競争が激しくなること、また、証券会社における当社プロダクトの採用が打ち切られることも想定され、

当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

(12)証券会社再編による当社への影響について 

当社の重要な顧客基盤のひとつである証券会社において、株式市況の低迷や証券会社間の競争激化などの環境変化に

より、合併、統合及び自主廃業などが行われることも想定されます。その場合、証券会社の数が減少、もしくは競争激

化などによるコスト削減などの影響で当社プロダクトの顧客への提供が中止された場合、当社の業績に影響を与える可

能性があります。 

  

Ｂ 当社の体制・業績について 

(1)設立からの経過年数について 

当社は平成11年12月の設立であり、社歴が浅く、また、当社主力事業である金融証券市場ニュース及び投資支援アプ

リケーションの提供事業(平成12年４月より開始)、動画コンテンツの制作、提供事業(平成12年10月より開始)の業歴も

浅く、過去の実績も十分でないことから、過年度の経営成績だけでは今後の当社の業績を判断する材料としては不十分



な面があります。 

  

(2)特定人物への依存について 

当社代表取締役社長川崎潮は、当社設立以来の事業の推進者であり、当社の経営方針及び経営戦略の決定、営業、開

発、管理業務等の各方面の事業推進において重要な役割を果たしております。 

当社では、同氏に過度に依存しない組織体制の整備を進めており、現状において同氏が当社業務から離脱することは

想定しておりませんが、何らかの理由により同氏が当社における業務遂行を継続することが困難となった場合、当社の

業績及び今後の事業展開に重要な影響を与える可能性があります。 

  

(3)少人数小規模組織であることについて 

当社の平成18年６月末日現在における従業員数は４人及びパートタイマー９人と小規模組織でありますが、内部統制

の確立や内部監査の実施により、企業運営において支障ない組織体制となっております。当社では、今後の事業拡大に

対応すべく人員増強などにより更なる組織力の充実を図っていく所存ですが、計画通りに進展しない場合、当社の事業

運営に重要な影響を与える可能性があります。 

また、当社では小規模組織であるものの、従業員及びパートタイマーに欠員や就業が困難な事態が生じた場合におい

ても、代替が機能するよう社内教育や業務のマニュアル化を行っております。しかしながら、一時的に大量の従業員及

びパートタイマーの欠員や就業が困難な事態が生じた場合、当社の事業運営に重要な影響を与える可能性があります。 

  

(4)特定事業への依存について 

第７期における当社の売上高のうち、金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションの提供事業の売上高が占

める割合は99.3％となっております。このように当社売上高に占める特定事業への依存が高い状況となっており、事業

を多角化することでより安定した事業運営を行っていく必要があると認識しております。従って、今後は事業の多角化

を推進していく所存ですが、事業の多角化が進まず当社の収益構造が変化しない場合は、依然として金融証券市場ニュ

ース及び投資支援アプリケーションの提供事業への依存が高い状態が継続することになります。その場合、同事業の成

長が鈍化した場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

Ｃ 当社の財務について(ストックオプション、ワラントによる希薄化について) 

当社は、商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律(平成13年11月28日法律第129号)第19

条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債及び旧商法第280条ノ20、同法第280条ノ21及び

同法第280条ノ27の規定に基づく特別決議による新株予約権(ストックオプション)を発行しております。平成18年６月30

日現在、新株予約権等の未行使残高は477株であり、発行済株式総数9,347株の5.1％に相当しており、今後これらの新株

予約権等が行使された場合には、１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。 

  

Ｄ その他(知的財産権について) 

当社は、運営するサイトの名称及びサービスの名称の一部について商標登録を行っております。一方、独自に開発し

たソフトウェア等について特許権の対象となる可能性のあるものについては、その取得を目指して出願しております

が、現在のところ権利の確定には至っておらず、今後も取得できる保証はありません。 

インターネット上での各種サービスにおいて、競合他社が特許権を取得した場合、その内容によっては競争の激化ま

たは当社への訴訟が発生し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社は、第三者の知的財産権を侵害しないよう努めており、現時点において侵害していないと認識しておりま

すが、将来において第三者の知的財産権への侵害が生じてしまう可能性は否定できません。 

当社がサービスを提供する上で第三者の知的財産権を侵害していることが発覚した場合、当社への損害賠償請求、信



用の低下及びブランド力の劣化等により、当社の事業運営及び業績に重要な影響を与える可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、株式会社ＣＳＫと情報提供及び使用許諾に関する契約を平成14年４月１日付で締結致しました。 

当該契約の概要は以下のとおりです。 

 (注) 当社と株式会社ＣＳＫとの契約は、平成17年4月に株式会社ＣＳＫの100％子会社である株式会社ＣＳＫ証券サービスに承継

されております。 

  

当事業年度において、新たに締結した経営上の重要な契約は以下の通りであります。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。  

  

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間 

株式会社ＣＳＫ 
情報提供および使用
許諾契約書 

当社より提供情報(金融証券市場
ニュース等)及びソフトウェア
(投資支援アプリケーション等)
の「利用権」、「再利用許諾
権」、「使用権」及び「再使用
許諾権」を同社へ付与。 

平成14年４月１日より平成16年
３月31日まで(この期間終了後
は１年毎の自動更新) 

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間 

日興コーディアル
証券株式会社 

「マーケット情報提
供ウェッブサービ
ス」に関する契約 

当社よりマーケット情報提供ウ
ェッブサービスの「利用権」を
同社へ付与する契約 

2005年12月20日より2009年2月
28日まで（この期間終了後は１
年の自動更新） 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社は子会社を有しておりませんので、財政状態及び経営成績の分析・検討内容は当社の財務諸表に基づいて分析し

た内容です。 

文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

(1) 財政状態の分析 

当事業年度 

当社は、健全な財務状態や営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能力により、当社の成長を維持するために

必要な運転資金及び設備投資資金を調達することが可能と考えております。 

当事業年度の総資産は、1,183,638千円であり、前期に比べて187,450千円増加いたしました。主な要因は、売上拡大

によって獲得した運転資金の増加額によるものです。 

総負債は101,886千円であり、前期に比べて66,280千円増加いたしました。主な要因は、売上高の増加に伴う未払法人

税等の増加によるものです。正味運転資本(流動資産から流動負債を控除した金額)は、1,003,719千円であり、流動比率

は、1,085.1％(前年度2,772.8％)で財務の健全性は保たれております。 

自己資本は、1,081,752千円であり、前期末に比べ121,171千円増加し、自己資本比率は91.4％(前年度96.4％)となっ

ております。 

（流動資産） 

流動資産は、1,105,605千円（前期末比118,306千円増）となりました。主な要因として、ネット証券会社を通じた金

融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションの提供事業の好調を受けて、営業キャッシュフローの増加等により

現金及び預金が1,060,080千円（前期末比100,591千円増）となったこと等によるものであります。 

（固定資産） 

固定資産は、78,032千円（前期末比69,143千円増）となりました。主な要因として、本店移転に伴う建物、備品など

の有形固定資産及び新サービス提供に伴うソフトウェアなどの無形固定資産の取得、本店移転に伴う敷金保証金の充当

により、有形固定資産が27,140千円（23,083千円増）、無形固定資産が21,736千円（21,609千円増）、敷金保証金が

23,551千円（20,051千円増）となったこと等によるものであります。 

（流動負債） 

流動負債は、101,886千円（前期末比66,280千円）となりました。主な要因として、累積損失解消により未払法人税等

が82,855千円（前期末比66,718千円増）となったこと等によるものであります。 

（固定負債） 

該当はありません。 

（純資産の部） 

純資産は、1,081,752千円（前期末 資本の部 996,187千円）となりました。期末発行済株式総数(自己株式数を除

く)に基づく１株当たり純資産額は、前期末の103,768.16円から115,732.56円となっております。 

  

(2) 経営成績の分析 

当事業年度 

当事業年度は、売上高が前年同期比48.2％増の448,110千円、経常利益が前年同期比65.2％増の201,902千円、当期純

利益は前年同期比2.6％増の114,420千円と増収増益となりました。 

（売上高） 

売上高は、448,110千円（前期末比 145,732千円増）となりました。これは平成17年12月より、当社のニュース、投資

支援アプリケーションのＡＳＰ方式での提供を受託しました日興コーディアル証券株式会社からの売上が加わったこ

と、さらには、株式会社ＣＳＫ証券サービスの売上が順調に増加していること等によるものであります。 



（売上原価及び売上総利益） 

売上原価は、125,913千円（前期末比 45,965千円増）、売上総利益は、322,197千円（前期末比99,768千円増）となり

ました。 

（販売費及び一般管理費） 

販売費及び一般管理費は、119,708千円（前期末比 40,281千円増）となり、売上高比26.7％と前期より0.4ポイント増

加しました。これは事務所移転に伴う地代家賃の増加、人員増員に伴う人件費の増加等によるものであります。 

（経常利益） 

経常利益は、201,902千円（前期末比 79,654千円増）となりました。売上高に対する比率は、売上高の伸びが販売費

及び一般管理費の増加を上回った事を受けて、4.7ポイント上昇し、45.1％となりました。 

（当期純利益） 

当期純利益は、114,420千円（前期末比 2,922千円増）となりました。税引前当期純利益は、197,015千円（前期末比 

74,767千円増）と上昇しましたが、事務所移転に伴う固定資産除却損（4,886千円）を計上したことに加え、前事業年度

における当期繰越損失（122,041千円）が一掃されたことにより、法人税、住民税及び事業税が増加したこと等によるも

のであります。また、１株当たり当期純利益は12,299.30円となりました。なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

は11,735.43円となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの分析 

当事業年度は、ネット証券会社を通じた金融証券市場ニュース及び投資支援アプリケーションの提供事業が好調で営

業活動によるキャッシュ・フローは、172,701千円を獲得しました。オフィス移転に伴い建物、附属設備などの有形固定

資産及び新サービスに伴うソフトウェアなどの無形固定資産の取得により投資活動によるキャッシュ・フローは、

78,860千円の流出となりました。その結果、現金及び現金同等物(以下「資金」という。) は、前事業年度末に比べ

100,591千円増加し、当事業年度末には1,060,080千円となりました。 

当期中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当期事業年度において営業活動の結果得られた資金は172,701千円(前年同期は140,200千円)となりました。これは主

に、各プロジェクトが順調に推移したことにより税引前当期純利益197,015千円(前年同期は122,248千円)が計上された

ことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度において投資活動の結果流出した資金は78,860千円(前年同期は696千円)となりました。これは、主にオフ

ィス移転に伴い建物、附属設備などの有形固定資産の取得による支出27,425千円(前年同期は538千円)、新サービスに伴

うソフトウェアなどの無形固定資産の取得による支出26,883千円(前年同期は158千円)及び敷金保証金の払込による支出

23,306千円(前年同期は―千円)によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度において財務活動の結果得られた資金は6,750千円(前年同期は704,963千円)となりました。これは、株式

の発行による収入による資金6,750千円(前年同期は704,963千円)によるものであります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

 (1)当事業年度において、本社移転に伴い以下の設備を取得いたしました。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2)当事業年度において、以下の設備を除却いたしました。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備の状況は、以下のとおりであります。 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 本社の建物については、賃借中のものであり、平成17年12月１日から平成18年６月30日までの支払賃借料は15,351千円で

あります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含んでおりません。 

３ 上記の他、プリンター、コピー機及びファクシミリをリース契約により使用しております。これらは現在再リ－ス契約で

あり、年間リース料は52千円であります。 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

取得価額(千円)
従業員数 
(名) 

完了年月 
建物 器具及び備品 合計

本社 
(東京都千代田区) 

本社事務所 22,097 4,347 26,444 4 平成17年12月

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名) 

完了年月 
建物 器具及び備品 合計

旧本社 
(東京都港区) 

本社事務所 2,269 367 2,636 ― 平成17年12月

事業所名 
(所在地) 

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 

建物 器具及び備品 合計 

本社 
(東京都千代田区) 

本社事務所 21,468 5,671 27,140 4



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2)重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

  

②【発行済株式】 

  

 (注) 発行済株式のうち100株は、現物出資によるものであります。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 17,548

計 17,548

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年６月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月29日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

  
内容 

普通株式 9,347 9,447
東京証券取引所
マザーズ市場 

― 

計 9,347 9,447 ― ― 



(2)【新株予約権等の状況】 

 当社は、旧商法に基づき新株引受権付社債を発行しています。当該新株引受権付社債の新株引受権の残高等は次の

とおりです。 

平成20年８月31日満期 第３回新株引受権付社債(平成13年８月31日発行) 

(注)  １ 提出日の前月末現在、従業員の退職による50株分失効及び1,050株分の権利行使が発生しております。 

２ 行使価額は、当社が新株引受権付社債発行後、行使価額を下回る払込価額で新株式を発行する場合および行使価額を下回る転換価額または

行使価額を定めた転換社債または新株引受権を発行した場合は、次の算式により調整されるものといたします。 

 

 なお、合併、資本の減少、株式の分割併合、その他本新株引受権の要項に定める一定の場合にも調整されるものとします。 

３ 第３回新株引受権付社債は、同社債の新株引受権部分につき成功報酬型ワラントとして利用したストックオプション制度を実施するため、

当社取締役及び従業員等に対し支給または売却することを目的として発行したものであります。 

  

 

  
事業年度末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株引受権の行使金額の残高 22,500千円 15,000千円 

新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 300株 200株(注) １ 

新株予約権行使時の払込金額 75,000円(注) ２ 同左 

新株予約権の行使期間 
    平成13年９月１日～
    平成20年８月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額 (注) ２ 

発行価格      75,000円
資本組入額     37,500円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株引受権は、割当金額の一部につ
き、その権利を行使できる。ただし、
割当金額の一部について新株引受権の
行使をした場合の残金については、そ
の一部の行使があったときに失効す
る。 
②その他の条件については、当社が新株
引受権付社債の発行目的に鑑みて合理
的と判断する条件を付する覚書を新株
引受権を譲渡されるものとの間で締結
されるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株引受権は、本社債と分離して、
譲渡することができる。但し、当社の
取締役並びに従業員の一部は、当社と
の間で別途締結する覚書に別段の記載
がある場合を除き、本新株引受権を譲
渡することができない。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

調整後行使
価額 

＝ 
既発行株式数 × 調整前行使価額 ＋ 新発行株式数 × １株当り払込金額

既発行株式数＋新発行株式数 



  

 第１回新株予約権 

(注) 1 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる 

    1円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、払込価額を下回る価額で新株の発行(新株予約権による権利行使の場合を含まない。)または自己株式の処分を

行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。  

 なお、次の算式において、既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数をいうものとする。 

上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、株式分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じ

て払込価額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で払込価額を調整するものとする。 

２ 提出日の前月末現在、非常勤職員の退職による30株分失効及び10株分の権利行使が発生しております。 

３ 平成14年９月26日の第３回定時株主総会において特別決議された後、実際のストックオプション付与に当たり、新株予約権の行使期間

は、平成17年９月13日から平成19年12月31日までに変更しております。 

  

株主総会の特別決議日(平成14年９月26日)

  
事業年度末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個) 100 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる 
株式の数(株) 

60 60 (注) ２ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 75,000 (注) １ 同左 

新株予約権の行使期間 
    平成17年９月13日～
    平成19年12月31日(注) ３ 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額(円) 

発行価格      75,000
資本組入額     37,500 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者は、権利
行使時において当社または当社の子会
社の取締役、監査役、従業員、非常勤
職員及び顧問であることを要す。 
②その他の新株予約権の行使条件は、付
与者と締結される新株予約権割当契約
によるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡する時には取締役
会の承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

  １ 

調整後払込価額＝調整前払込価額× ─────────────────── 

  分割(または併合)の比率 

  

既発行株式

数      

新規発行株式数または処分自己株式数×１株当たり払込価額または処分価額 

  ＋────────────────────── 

  調整前払込価額 

調整後払込

価額 
＝ 調整前払

込価額 
×────────────────────────── 

既発行株式数＋新規発行株式数または処分自己株式数 



 第２回新株予約権 

(注) 1 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる 

    1円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行後、払込価額を下回る価額で新株の発行(新株予約権による権利行使の場合を含まない。)または自己株式の処分を

行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。  

 なお、次の算式において、既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数をいうものとする。 

上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、株式分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じ

て払込価額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で払込価額を調整するものとする。 

２ 提出日の前月末現在、従業員及び非常勤職員の退職による28株分失効が発生しております。 

  

株主総会の特別決議日(平成16年11月19日)

  
事業年度末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個) 145 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる 
株式の数(株) 

117 117 (注) ２ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 160,000 (注) １ 同左 

新株予約権の行使期間 
    平成18年12月31日～
    平成26年５月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額(円) 

発行価格      160,000
資本組入額      80,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者は、
権利行使時において当社または当
社の子会社の取締役、監査役、従
業員、非常勤職員及び顧問である
ことを要す。 
②その他の新株予約権の行使条件
は、付与者と締結される新株予約
権割当契約によるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡する時には取締
役会の承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

  １ 

調整後払込価額＝調整前払込価額× ─────────────────── 

  分割(または併合)の比率 

  

既発行株式

数      

新規発行株式数または処分自己株式数×１株当たり払込価額または処分価額 

  ＋────────────────────── 

  調整前払込価額 

調整後払込

価額 
＝ 調整前払

込価額 
×────────────────────────── 

既発行株式数＋新規発行株式数または処分自己株式数 



(3)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 (注) １ 有償第三者割当、発行価格75,000円、資本組入額50,000円、割当先 ニッセイ・キャピタル2号投資事業組合  業務執行

組合員  ニッセイ・キャピタル株式会社  

    ２ 有償第三者割当、発行価格75,000円、資本組入額50,000円、 

割当先 株式会社毎日新聞社 

新規事業投資株式会社 (現 中小企業基盤整備機構) 

SMBCキャピタル株式会社 

エヌエスエス投資事業有限責任組合 無限責任組合員 SMBCキャピタル株式会社 

    ３ 有償第三者割当、発行価格160,000円、資本組入額80,000円、割当先 株式会社毎日新聞社 

    ４ 有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)、発行価格500,000円、引受価額460,000円、発行価額382,500円、資

本組入額191,250円 払込金総額460,000千円 

    ５ 新株引受権の行使による増加であります。 

６ 新株引受権及び新株予約権の行使による増加であります。 

７ 平成18年７月１日から平成18年８月31日までの間に、新株引受権の行使により、発行済株式総数が100株、資本金及び資

本準備金がそれぞれ3,750千円増加しております。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金
増減額 
(千円) 

資本金
残高 
(千円) 

資本準備金
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

  
平成13年５月26日 
  
(注) １ 

340 
  

3,686 
  

17,000 
  

184,300 
  

 
8,500 
  

8,500 
  

  
平成13年９月１日 
  
(注) ２ 

701 
  

4,387 
  

35,050 
  

219,350 
  

 
17,525 

  
26,025 

  

  
平成16年12月７日 
  
(注) ３ 

300 4,687 24,000 243,350 24,000 50,025

  
平成17年６月６日 
  
(注) ４ 

1,000 5,687 191,250 434,600 268,750 318,775

  
平成16年７月１日
～ 
平成17年６月30日 
  
(注) ５ 

3,570 9,257 158,875 593,475 58,875 377,650

  
平成17年７月１日
～ 
平成18年６月30日 
  
(注) ６ 

90 9,347 3,375 596,850 3,375 381,025



  

(4)【所有者別状況】 

                                  平成18年６月30日現在 

  

  

(5)【大株主の状況】 

                                  平成18年６月30日現在 

  

区分 

株式の状況
  

端株の状況 
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計
個人以外 個人

株主数(人) 
  
― 

  
2 

  
9 27 7 3 1,905 

  
1,953 

― 

所有株式数 
(株) 

  
― 

  
185 

  
219 1,397 84 28 7,434 9,347 

― 

所有株式数 
の割合(％) 

  
― 

  
1.98 

  
2.34 14.95 0.90 0.30 79.53

  
100 

― 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

川崎  潮 東京都足立区 2,406 25.74 

投資育成１号投資事業有限責任
組合  無限責任組合員 
東京中小企業投資育成株式会社 

東京都渋谷区渋谷 3-29-22 967 10.35 

株式会社毎日新聞社 東京都千代田区一ツ橋 1-1-1 337 3.61 

田村 桂子 東京都港区 160 1.71 

大阪証券金融株式会社(業務
口) 大阪府大阪市中央区北浜 2-4-6 148 1.58 

奥山 泰 東京都世田谷区 136 1.46 

小澤 善哉 東京都新宿区 128 1.37 

髙﨑 昇一 東京都杉並区 80 0.86 

マネックス証券株式会社自己 東京都千代田区丸の内 1-11-1 67 0.72 

アイビージェイ アジア セキ
ュリティーズ エルティディー
クライアント アカウント 

17TH FLOOR. TWO PACIFIC PLACE 88 
QUEENSWAY. HONG KONG 64 0.68 

計 ― 4,493 48.07 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 平成18年６月30日現在 

  

② 【自己株式等】 

 平成18年６月30日現在 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,347 9,347
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 9,347 ― ― 

総株主の議決権 ― 9,347 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



(7)【ストックオプション制度の内容】 

①株主総会の決議日(平成13年８月16日) 

当社は、旧商法に基づき新株引受権付社債を発行しています。当該新株引受権付社債の新株引受権の内容は、次

のとおりであります。 

  

②株主総会の決議日(平成14年９月26日) 

平成13年改正旧商法第280条ノ20、同法第280条ノ21及び同法第280条の27の規定に基づき、当社の役職員等及び顧

問に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成14年９月26日開催の定時株主総会において

特別決議されたものであります。 

上記の内容は、次のとおりであります。 

  

 

決議年月日 平成13年８月16日

付与対象者の区分及び人数(名) 
新株引受権の総数は1,300、発行対象者は、①当社の役員２、②従業員
６、③非常勤職員４。 

新株予約権の目的となる株式の種
類 

「(2)新株予約権等の状況」に記載しています。

株式の数(株) 同上 

新株予約権の行使時の払込金額
(円) 

同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

決議年月日 平成14年９月26日

付与対象者の区分及び人数(名) 
新株予約権の総数は100個、発行対象者は、①従業員１、②非常勤職員
４、③顧問３。 

新株予約権の目的となる株式の種
類 

「(2)新株予約権等の状況」に記載しています。

株式の数(株) 同上 

新株予約権の行使時の払込金額
(円) 

同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 



  

③株主総会の決議日(平成16年11月19日) 

平成13年改正旧商法第280条ノ20、同法第280条ノ21及び同法第280条の27の規定に基づき、当社及び当社子会社の

取締役、監査役、従業員、非常勤職員及び顧問に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平

成16年11月19日開催の臨時株主総会において特別決議されたものであります。 

上記の内容は、次のとおりであります。 

  

④株主総会の決議日(平成18年９月27日) 

(ア)平成18年９月27日開催の定時株主総会において特別決議された当社の取締役及び監査役に対する報酬として

新株予約権を発行する内容は、次のとおりであります。 

(注)１ 付与対象者の区分及び人数については、提出日現在、詳細が決定しておりません。別途、取締役会の決議により決定する

予定であります。なお、取締役に対し150個、監査役に対し100個を発行する新株予約権の上限とします。 

２ 新株予約権１個あたりの目的である株式数は１株とする（ただし、株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行

う。）。新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後に、当社が株式分割（株式無償割当てを含む。）また

は株式併合を行う場合、次の算式により目的である株式の数を調整する。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該

時点で権利行使していない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場

合は、これを切り捨てるものとする。 

かかる調整後の株式数は、株式分割のための基準日の翌日以降、無償割当てまたは株式併合のための基準日がある場合は

当該基準日の日の翌日以降、または基準日を定めずに普通株式の無償割当てまたは株式併合をする場合はその効力発生日

以降これを適用する。 

  

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

  

また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（当社

決議年月日 平成16年11月19日

付与対象者の区分及び人数(名) 
新株予約権の総数は145個、発行対象者は、①取締役２、②監査役１、
③従業員１、④非常勤職員５、⑤顧問３。 

新株予約権の目的となる株式の種
類 

「(2)新株予約権等の状況」に記載しています。

株式の数(株) 同上 

新株予約権の行使時の払込金額
(円) 

同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

決議年月日 平成18年９月27日

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社取締役 
当社監査役 

(注)１

新株予約権の目的となる株式の種
類 

普通株式 

株式の数(株) 250株を上限とする (注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円) 

(注)３ 

新株予約権の行使期間 割当日の翌日から２年を経過した日より８年以内とする。

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、
権利行使時においても、当社及び当社子会社の取締役、監査役の地位
にあることを要する。 

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の相続は
認めないものとする。 
③その他の条件については、本総会及び取締役会の決議に基づき、当社
と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定める
ところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による
承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 



普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）または当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得または行使の場合を除く。）、次の算

式により目的である株式の数を調整する。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株

予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと

する。 

かかる調整後の株式数は、払込期日または払込みの日以降、募集のための基準日がある場合は当該基準日の翌日以降これ

を適用する。 

  

  

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式にかかる自己

株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「新規発行前の株価」を「自己株式処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

また割当日後、当社が合併、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転を行う場合など、株式数の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲内で株式の数を調整することができる。 

３ 新株予約権１個当たりの行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下「行使

価額」という。）に(注)２に定める新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じた金額とする。 

１株当たりの行使価額は、割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所にお

ける当社株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げるものとする。 

ただし、当該金額が割当日の終値（取引が成立しない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、割当日の終

値とする。 

なお、割当日後、当社が株式分割（株式無償割当てを含む。）または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

かかる調整後の行使価額は、株式分割のための基準日の翌日以降、無償割当てまたは株式併合のための基準日がある場合

は当該基準日の日の翌日以降、または基準日を定めずに普通株式の無償割当てまたは株式併合をする場合はその効力発生

日以降これを適用する。 

  

  

また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（当社

普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）または当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得または行使の場合を除く。）、上記の

行使価額は、次の算式により調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。  

かかる調整後の行使価額は、払込期日または払込みの日以降、募集のための基準日がある場合は当該基準日の翌日以降こ

れを適用する。 

  

  

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式にかかる自己

株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「新規発行前の株価」を「自己株式処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

さらに割当日後、当社が合併、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転を行う場合など、株式数の調整を必要とす

るやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲内で行使価額を調整することができるものとする。 

  

(イ)会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、平成18年９月27日開催の定時株主総会において特別決

議された当社の従業員及び顧問に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行する内容は、次のとおりで

あります。 

調整後 

株式数 
＝ 
調整前 

株式数 
× 

既発行株式数＋新規発行株式数 

既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり行使価

額 

        新規発行前の株価 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

  

調 整 後 

行使価額 

  

＝ 

  

調 整 前 

行使価額 

  

× 

既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり行使価

額 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

決議年月日 平成18年９月27日

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社従業員 
当社顧問 

(注)１

新株予約権の目的となる株式の種



(注)１ 付与対象者の区分及び人数については、提出日現在、詳細が決定しておりません。別途、取締役会の決議により決定する

予定であります。なお、200個を発行する新株予約権の上限とします。 

２ 新株予約権１個あたりの目的である株式数は１株とする（ただし、株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行

う。）。新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後に、当社が株式分割（株式無償割当てを含む。）また

は株式併合を行う場合、次の算式により目的である株式の数を調整する。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該

時点で権利行使していない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場

合は、これを切り捨てるものとする。 

かかる調整後の株式数は、株式分割のための基準日の翌日以降、無償割当てまたは株式併合のための基準日がある場合は

当該基準日の日の翌日以降、または基準日を定めずに普通株式の無償割当てまたは株式併合をする場合はその効力発生日

以降これを適用する。 

  

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

  

また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（当社

普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）または当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得または行使の場合を除く。）、次の算

式により目的である株式の数を調整する。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株

予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと

する。 

かかる調整後の株式数は、払込期日または払込みの日以降、募集のための基準日がある場合は当該基準日の翌日以降これ

を適用する。 

  

  

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式にかかる自己

株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「新規発行前の株価」を「自己株式処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

また割当日後、当社が合併、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転を行う場合など、株式数の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲内で行使価額を調整することができるものとする。 

３ 新株予約権１個当たりの行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下「行使

価額」という。）に(注)２に定める新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じた金額とする。１株当たりの行使

価額は、割当日の属する月の前月の各日 (取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所における当社株式の普

通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げるものとする。ただし、当該金額が割当日の

終値（取引が成立しない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、割当日の終値とする。 

なお、割当日後、当社が株式分割（株式無償割当てを含む。）または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

かかる調整後の行使価額は、株式分割のための基準日の翌日以降、無償割当てまたは株式併合のための基準日がある場合

は当該基準日の日の翌日以降、または基準日を定めずに普通株式の無償割当てまたは株式併合をする場合はその効力発生

日以降これを適用する。 

  

類 普通株式 

株式の数(株) 200株を上限とする (注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円) 

(注)３ 

新株予約権の行使期間 割当日の翌日から２年を経過した日より８年以内とする。

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、
権利行使時においても、当社及び当社子会社の従業員及び顧問の地位
にあることを要する。 

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の相続は
認めないものとする。 
③その他の条件については、本総会及び取締役会の決議に基づき、当社
と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定める
ところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会の決議による
承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

調整後 

株式数 
＝ 
調整前 

株式数 
× 

既発行株式数＋新規発行株式数 

既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり行使価

額 

        新規発行前の株価 

１ 



  

また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（当社

普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）または当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得または行使の場合を除く。）、上記の

行使価額は、次の算式により調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。  

かかる調整後の行使価額は、払込期日または払込みの日以降、募集のための基準日がある場合は当該基準日の翌日以降こ

れを適用する。  

  

  

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式にかかる自己

株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「新規発行前の株価」を「自己株式処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

さらに割当日後、当社が合併、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転を行う場合など、株式数の調整を必要とす

るやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲内で行使価額を調整することができるものとする。 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 分割・併合の比率 

  

調 整 後 

行使価額 

  

＝ 

  

調 整 前 

行使価額 

  

× 

既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり行使価

額 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

(注) 取得期間は約定ベースで、取得自己株式は受渡ベースで記載しております。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

取締役会(平成18年８月11日決議)での決議

状況(取得期間平成18年８月15日～平成19年

５月14日) (注) 

150 60,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 ― ― 

残存授権株式の総数及び価額の総額 ― ― 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ― 

当期間における取得自己株式 (注) 45 15,501 

提出日現在の未行使割合(％) 70.0 74.2 



(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 処分価額の 

総額(千円) 

株式数(株) 処分価額の 

総額(千円) 

引き受ける者の募集を行

った取得自己株式 
― ― ― ― 

消却の処分を行った取得

自己株式 
― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分

割に係る移転を行った取

得自己株式 

― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

保有自己株式数 ― ― 45 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を重要な課題と認識しており、配当に関しては経営成績及び財政状態を考慮に入れて

決定することを基本方針としております。将来の事業拡大のために必要な内部留保の充実を考慮したうえで、各期の経

営成績及び財政状態を勘案しつつ、利益配当による株主に対する利益還元の一層の向上を図ってまいります。なお、当

期決算により、設立以来の累積損失を一掃することとなりました。これにより、利益剰余金を原資して、配当及び自己

株式の取得を株主還元策として実施することといたしました。 

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

４ 【株価の推移】 

(１) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所(マザーズ市場)におけるものです。 

なお、平成17年６月７日をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はあ

りません。 

  

(２) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所(マザーズ市場)におけるものです。 

  

  

  

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 

最高(円) ― ― ― 1,450,000 1,220,000 

最低(円) ― ― ― 922,000 315,000 

月別 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 平成18年４月 平成18年５月 平成18年６月 

最高(円) 945,000 750,000 605,000 635,000 521,000 451,000 

最低(円) 633,000 435,000 530,000 497,000 382,000 315,000 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 
生年 

月日 
略歴 

所有株式数

(株) 

代表取締役社長   川崎 潮 
昭和39年 

12月３日 

昭和62年４月 日興證券株式会社入社 

2,406 

昭和63年４月 ニッコウ セキュリティーズ インターナシ

ョナル(米国)出向 

平成元年４月 日興證券株式会社 商品企画部 

平成５年12月 ジャパン バーターネット株式会社(現ペガサス

株式会社)設立 代表取締役就任 

平成８年１月 クロスビ－証券 東京駐在員事務所入社 

平成９年１月 ソシエテ ジェネラル証券 東京支店入社 

平成11年12月 当社設立 代表取締役社長就任(現任) 

専務取締役   奥山 泰 
昭和38年 

４月12日 

昭和63年４月 日興證券株式会社入社 

136 

平成７年３月 同社 トレーディングシステム開発部 

平成10年４月 株式会社グローバル・ラップ・サービシーズ

出向 

平成13年12月 当社入社 

平成14年９月 当社 取締役就任

平成16年９月 当社 専務取締役就任(現任) 

取締役   青島 正祥 
昭和48年 

１月12日 

平成８年４月 松井証券株式会社入社 

― 

平成13年12月 同社 営業企画部 

平成14年７月 成瀬証券株式会社入社 

平成16年２月 当社入社 

平成16年９月 当社 取締役就任(現任) 

取締役   井上 潔 
昭和35年 

１月18日 

昭和59年４月 富士通株式会社入社 

8 

平成12年８月 同社 株式会社退社(経営企画室担当課長) 

平成12年８月 セレスター・レキシコ・サイエンシズ株式会社

取締役CFO就任 

平成13年８月 当社 取締役就任(現任) 

平成13年10月 株式会社カルディオ取締役就任(現任) 

平成13年12月 株式会社トランスサイエンス代表取締役社長就

任(現任) 

平成14年11月 株式会社ネオ・モルガン研究所代表取締役社長

就任(現任) 

平成15年７月 株式会社インテレクチャル・プロパティ・コン

サルティング代表取締役社長就任(現任) 

平成16年３月 ペガサス株式会社 代表取締役就任 

平成17年３月 ペガサス株式会社 取締役就任(現任) 

役名 職名 氏名 
生年 

月日 
略歴 

所有株式数

(株) 

昭和48年４月 株式会社毎日新聞社 入社 

平成４年10月 同社 大阪社会部副部長 



(注)１ 取締役井上 潔及び長谷川 篤は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

    ２ 監査役木村 喜由及び髙﨑 昇一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社におけるコーポレート・ガバナンスは、取締役会の適時適切な意思決定により、各取締役がその担当職務

の執行を迅速に行なえる体制を整えております。また、当社は少人数小規模組織ではあるものの、社内規程や業務

マニュアルを制定し、その規程等に従って業務活動を行っております。これらの経営上の意思決定や業務活動につ

いては、定期的な監査役監査及び内部監査により内部統制を働かせております。 

当社では、コーポレート・ガバナンスを経営統治機能と位置づけており、企業価値を継続的に高めていくため

の不可欠な機能であるとの認識に基づき、コーポレート・ガバナンス体制の強化及び充実に努めております。ま

取締役   長谷川 篤 
昭和23年 

９月16日 

平成６年４月 同社 特別報道部副部長 

― 

平成６年10月 同社 社長室委員 

平成12年７月 同社 社長室次長 

平成15年６月 同社 不動産本部長 

平成16年６月 同社 デジタルメディア局長 

平成18年６月 同社 常務執行役員兼デジタルメディア局長

（現任） 

平成18年９月 当社 取締役就任(現任) 

常勤監査役   小澤 善哉 
昭和42年 

５月27日 

平成２年４月 太田昭和監査法人(現新日本監査法人)入所 

128 
平成５年３月 公認会計士登録  

平成９年１月 小澤公認会計士事務所 所長就任(現任) 

平成14年９月 当社 監査役就任(現任) 

監査役   木村 喜由 
昭和33年 

１月４日 

昭和58年４月 朝日生命保険相互会社入社 

20 

昭和61年５月 日本勧業角丸証券株式会社入社 

平成元年２月 ソシエテ ジェネラル証券会社入社 

平成12年９月 東海銀行(現UFJ銀行)入行 資金証券部 

平成14年４月 特定非営利活動法人 日本個人投資家協会 理

事就任(現任) 

平成14年８月 特定非営利活動法人 日本テクニカルアナリス

ト協会 理事就任(現任) 

平成16年９月 当社 監査役就任(現任) 

監査役   髙﨑 昇一 
昭和12年 

７月５日 

昭和36年４月 日本開発銀行(現日本政策投資銀行)入行 

80 

  

平成２年６月 共同石油株式会社入社 理事審査部長 

平成３年６月 同社 取締役審査部長 

平成５年６月 株式会社ジャパンエナジー取締役審査部長 

平成７年６月 同社 常務取締役 

平成９年８月 同社 常勤監査役 

平成11年６月 福井石油備蓄株式会社 代表取締役社長 

平成15年６月 カルビー株式会社 非常勤監査役就任(現任) 

平成17年９月 当社 監査役就任(現任) 

計 2,778 



た、株主に対する説明責任を果たすべく、迅速かつ適切な情報開示の実施と意思決定における透明性及び公平

性を確保した経営を行ってまいります。さらに、健全な倫理観に基づくコンプライアンス体制を徹底し、株主、投

資家及び事業パートナーをはじめとするステークホルダー（利害関係者）の信頼を得て、事業展開を行ってまいり

ます。 

当社は、今後もコーポレート・ガバナンス体制の確立に向けて、企業成長に応じた体制の随時見直し、企業価

値の最大化を図ることを目標としてまいります。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

取締役会は２名の社外取締役を含む５名で構成されております。毎月開催される定例取締役会のほか、必要

に応じて臨時取締役会も開催しており、会社の業務執行に関する意思決定機関として監査役出席の下、経営の

妥当性、効率性及び公正性等について適宜検討し、法令及び定款に定められた事項、並びに重要な業務に関す

る事項を決議し、業務執行状況の監督を行っております。 

代表取締役社長は取締役会の議長であり取締役会を統括するとともに、取締役会の決議を執行し、当社の業

務全般を統括しております。 



②会社の機関及び内部統制等の仕組みは、以下のとおりであります。 

 
  

  ③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

当社は、平成17年６月に東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場いたしましたが、上場準備の過程で、コ

ーポレート・ガバナンスのあり方や内部牽制の仕組について吟味し、内部監査制度等、経営管理体制を強化い

たしました。 

取締役会については、経営環境の変化への迅速な対応をすべく、毎月の定例開催のほか必要に応じ随時開催

しており、十分に議論を尽くした上で業務の執行を決定しております。また、監査役会については、コーポレ

ート・ガバナンスの充実を図るべく、取締役会への出席、監査役監査の実施のほか、３名の監査役による打合

せを毎月行っております。さらに、内部監査については、適切かつ円滑な業務活動の実現のため、内部監査計

画を策定の上で監査を毎月実施しております。また、迅速、公正及び正確な企業情報の開示を遂行するため

に、適時開示及び制度開示に関する業務プロセスの見直しを実施し、社内におけるチェック体制をより強化し

た開示体制の整備に努めております。 

  

④内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査は、会社における不祥事及び誤謬等のリスクを未然に防止するため、代表取締役社長直轄の経営企

画部に所属する内部監査責任者(1名)が行っております。社長から直接任命された内部監査責任者は、業務活

動全般に関して、運営状況、業務実施の有効性及び正確性、コンプライアンスの遵守状況等について監査を実

施しており、監査結果を社長に対して報告するとともに、業務活動の改善及び適切な運営に向け具体的な助言

や勧告を行っております。また、内部監査責任者は各部署が実施するコンプライアンス管理の実施状況を定期

的に取締役会及び監査役会に報告いたします。 

監査役会は３名により構成され、１名が常勤監査役、２名が社外監査役であります。各監査役は取締役会に

出席するとともに、取締役からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧を通じ、経営の妥当性、効率性及び公正性等

に関する助言や提言を行うとともに、取締役会の意思決定の過程及び業務執行状況について監査しておりま

す。また、監査役会は独立機関としての立場から、経営全般に対するより適正な監視を行うため、定期的に監

査役会を行い密接に連携しております。 



  

⑤会計監査の状況 

当社は会計監査人として新日本監査法人と監査契約を締結しており、第１期より証券取引法第193条の２の

規定に基づき財務諸表監査を受けております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は以下の通りであ

り、随時３名程度の補助者が監査業務に携わっています。 

 指定社員 業務執行社員 鈴木 茂夫 

 指定社員 業務執行社員 千頭 力 

  

⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引会社その他の利害関係はありませ

ん。 

  

(3) リスク管理体制の整備の状況 

代表取締役社長及び内部監査担当者を中心として、当社の業務執行に関し、リスクの所在の認識と対策を適

正に行うため、リスク管理方針を策定し、同方針にもとづき、リスク管理状況を検証いたします。 

  

(4) 役員報酬の内容 

当事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日)における取締役及び監査役に対する役員報酬は

以下のとおりであります。  

  

(5) 監査報酬の内容 

当事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日)における当社の監査法人に対する監査報酬は以

下のとおりであります。 

  

取締役に支払った報酬 40,740 千円 

監査役に支払った報酬 2,568 千円 

    計 43,308 千円 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２

条第１項に規定する業務に基づく報酬 

5,000 千円 

上記以外の業務に基づく報酬 ― 千円 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸

表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、

改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)及び当事

業年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けておりま

す。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  

  

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

 (2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
  

前事業年度
(平成17年６月30日) 

当事業年度
(平成18年６月30日) 

区分 
注記
番号 金額(千円)

構成比
(％) 金額(千円)

構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

 １ 現金及び預金     959,489     1,060,080   

 ２ 売掛金     21,875     33,094   

 ３ 前払費用     811     4,128   

 ４ 繰延税金資産     2,062     6,444   

 ５ 未収入金     2,366     1,718   

 ６ その他     692     138   

  流動資産合計     987,299 99.1   1,105,605 93.4 

Ⅱ 固定資産               

 １ 有形固定資産               

  (1) 建物   2,781     22,271     

減価償却累計額及び
 

減損損失累計額 
  △443 2,338   △802 21,468   

  (2) 器具及び備品   8,103     11,563     

減価償却累計額及び
 

減損損失累計額 
  △6,385 1,718   △5,891 5,671   

   有形固定資産合計     4,057 0.4   27,140 2.3 

 ２ 無形固定資産               

   ソフトウェア     127     21,736   

   無形固定資産合計     127 0.0   21,736 1.8 

 ３ 投資その他の資産               

  (1) 投資有価証券     1,204     1,204   

  (2) 敷金保証金     3,500     23,551   

   (3) その他     ―     4,400   

   投資その他の資産合計     4,704 0.5   29,155 2.5 

   固定資産合計     8,888 0.9   78,032 6.6 

   資産合計     996,187 100.0   1,183,638 100.0 

                

  

  
  

前事業年度
(平成17年６月30日) 

当事業年度
(平成18年６月30日) 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

区分 
注記
番号 金額(千円)

構成比
(％) 金額(千円)

構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

 １ 未払金     564     ―   

 ２ 未払費用     10,463     9,703   

 ３ 未払法人税等     15,837     82,555   

 ４ 未払消費税等     5,464     5,863   

 ５ 前受金     2,244     2,314   

 ６ 預り金     1,031     1,449   

   流動負債合計     35,606 3.6   101,886 8.6 

   負債合計     35,606 3.6   101,886 8.6 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※１   593,475 59.5   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金               

 １ 資本準備金     377,650     ―   

   資本剰余金合計     377,650 38.0   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金               

 １ 当期未処理損失 ※２   10,543     ―   

   利益剰余金合計     △10,543 △1.1   ― ― 

   資本合計     960,581 96.4   ― ― 

   負債・資本合計     996,187 100.0   ― ― 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

 １ 資本金     ― ―   596,850 50.4 

 ２ 資本剰余金               

 (１)資本準備金     ― ―   381,025 32.2 

   資本剰余金合計     ― ―   381,025 32.2 

 ３ 利益剰余金               

 (１)その他利益剰余金               

   繰越利益剰余金     ― ―   103,877 8.8 

   利益剰余金合計     ― ―   103,877 8.8 

   株主資本合計     ― ―   1,081,752 91.4 

   純資産合計     ― ―   1,081,752 91.4 

   負債純資産合計     ― ―   1,183,638 100.0 

                



② 【損益計算書】 

  

  

    
前事業年度

(自 平成16年７月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当事業年度
(自 平成17年７月１日 
 至 平成18年６月30日) 

区分 
注記
番号 金額(千円)

百分比
(％) 金額(千円)

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     302,378 100.0   448,110 100.0 

Ⅱ 売上原価     79,948 26.4   125,913 28.1 

  売上総利益     222,429 73.6   322,197 71.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   79,427 26.3   119,708 26.7 

  営業利益     143,002 47.3   202,488 45.2 

Ⅳ 営業外収益               

 １ 受取利息   6     7     

 ２ 雑収入   26 32 0.0 11 19 0.0 

Ⅴ 営業外費用               

 １ 新株発行費   5,313     605     

 ２ 株式公開費用   15,473     ―     

 ３ 雑損失   0 20,787 6.9 ― 605 0.1 

   経常利益     122,248 40.4   201,902 45.1 

Ⅵ 特別損失               

 １ 固定資産除却損   ― ― ― 4,886 4,886 1.1 

   税引前当期純利益     122,248 40.4   197,015 44.0 

   法人税、住民税 

   及び事業税 
  12,813     86,976     

法人税等調整額   △2,062 10,750 3.6 △4,381 82,594 18.5 

   当期純利益     111,497 36.8   114,420 25.5 

   前期繰越損失     122,041     ―   

   当期未処理損失     10,543     ―   

                



売上原価明細書 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(注) ※１ 主な内訳は次のとおりです。 

  

  

  

  

  

  

  

  

    
前事業年度 

(自 平成16年７月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
 至 平成18年６月30日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

 Ⅰ 外注費   768 1.0 6,248 5.0 

 Ⅱ 労務費   36,482 45.6 44,945 35.7 

 Ⅲ 経費 ※１ 42,696 53.4 74,720 59.3 

   売上原価   79,948 100.0 125,913 100.0 

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円) 

 調査費 7,264 7,065 

 賃借料 14,916 31,889 

 通信費 2,787 2,543 

 地代家賃 3,866 9,799 

 支払報酬 7,825 9,811 



③ 【株主資本等変動計算書】 

  

当事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

項目 

株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 
資本準備

金 

資本剰余

金合計 

その他利益

剰余金 利益剰余

金合計 繰越 

利益剰余金 

平成17年 

６ 月 30 日

残高 

(千円) 

593,475 377,650 377,650 △10,543 △10,543 960,581 960,581 

事 業 年 度

中の 変 動

額(千円) 

              

 新株の

発行 
3,375 3,375 3,375     6,750 6,750 

 当期純

利益 
      114,420 114,420 114,420 114,420 

事 業 年 度

中の 変 動

額合計 

(千円) 

3,375 3,375 3,375 114,420 114,420 121,170 121,170 

平成18年 

６ 月 30 日

残高 

(千円) 

596,850 381,025 381,025 103,877 103,877 1,081,752 1,081,752 



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前事業年度

(自 平成16年７月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
 至 平成18年６月30日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税引前当期純利益  122,248 197,015 

減価償却費  977 6,979 

受取利息  △6 △7 

新株発行費  5,313 ― 

株式公開費用  15,473 ― 

有形固定資産除却損  ― 4,886 

売上債権の増加額(△)又は減少額  △9,521 △11,218 

前払費用の増加額(△)又は減少額  136 △3,316 

未収入金の増加額(△)又は減少額  △784 648 

未払金の増加額又は減少額(△)  370 △564 

未払費用の増加額又は減少額(△)  7,496 △760 

未払消費税等の増加額又は減少額(△)  △2,063 399 

その他流動資産の増加額(△)又は減少額  521 553 

その他流動負債の増加額又は減少額(△)  323 1,016 

その他  ― △2,150 

小計  140,485 193,481 

利息の受取額  6 7 

法人税等の支払額  △291 △20,787 

営業活動によるキャッシュ・フロー  140,200 172,701 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

有形固定資産の取得による支出  △538 △27,425 

無形固定資産の取得による支出  △158 △26,883 

敷金保証金の払込による支出  ― △23,306 

敷金保証金の回収による収入  ― 3,255 

その他投資活動による支出  ― △4,500 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △696 △78,860 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

株式の発行による収入  704,963 6,750 

財務活動によるキャッシュ・フロー  704,963 6,750 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額(△)  844,468 100,591 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  115,020 959,489 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 959,489 1,060,080 

    



⑤ 【損失処理計算書】 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    
前事業年度 

(株主総会承認日 
平成17年９月27日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 

Ⅰ 当期未処理損失     10,543 

Ⅱ 損失処理額     ― 

Ⅲ 次期繰越損失     10,543 

        



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 前事業年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

該当事項はありません。 

 当事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  該当事項はありません。 

  



重要な会計方針 

  

 項目 
前事業年度 

(自 平成16年７月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
 至 平成18年６月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び評
価方法 

その他有価証券 

 時価のないもの……移動平均法に基
づく原価法 

その他有価証券 

  同左 

  
２ 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。 

(1) 有形固定資産

 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。 

   建物              15年

 器具及び備品     5～6年 

 なお、取得価額10万円以上20万円未
満の少額減価償却資産については、3年
間均等償却によっております。 

建物             8～18年 

 器具及び備品      4～10年 

 なお、取得価額10万円以上20万円未
満の少額減価償却資産については、3年
間均等償却によっております。 

  (2) 無形固定資産

 自社利用ソフトウエアについては、
社内における見込利用可能期間(３年)
に基づく定額法によっております。 

(2) 無形固定資産

 同左 

３ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお
ります。 

新株発行費

 同左 

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。 
 なお、当事業年度は一般債権につい
ての貸倒実績がなく、また、貸倒懸念
債権等特定の債権については回収不能
見込額がないため、貸倒引当金を計上
しておりません。 

貸倒引当金

 同左 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

同左

６ キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲 

  

キャッシュ・フロー計算書における
資金(現金及び現金同等物)は、手許現
金、随時引き出し可能な預金及び容易
に換金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わない取
得日から３ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっております。 

同左

７ その他財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税抜方式に
よっております。 

消費税等の会計処理 

 同左 



  

(会計方針の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
  至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日) 

  
  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正)  

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９
日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基
準委員会 平成17年12月９日 企業会計適用指針第８
号)並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等
に関する会計基準」(企業会計基準委員会 最終改正平
成17年12月27日 企業会計基準第１号)及び「自己株式
及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」
(企業会計基準委員会 最終改正平成17年12月27日 企
業会計基準適用指針第２号) を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、純資
産の部と同額であります。 

  

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
  至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日) 

(キャッシュ・フロー計算書) 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「未払費用の増
加額又は減少額(△)」は、前期は「その他流動負債の増
加額又は減少額(△)」に含めて表示しておりましたが、
金額的重要性が増したため区分掲記しております。 

  



  

(追加情報) 

  

  

次へ 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
  至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日) 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律
第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月
１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導
入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお
ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての
実務上の取扱い」(平成16年２月13日企業会計基準委員
会 実務対応報告第12号)に従い、法人事業税の付加価
値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計
上しております。この結果、販売費及び一般管理費が、
3,025千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期
純利益が、3,025千円減少しております。 

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

次へ 

前事業年度 
(平成17年６月30日現在) 

当事業年度 
(平成18年６月30日現在) 

  

※１ 会社の発行する株式の総数及び発行済株式総数 

   会社の発行する株式の総数 普通株式 17,548株 

   発行済株式総数      普通株式  9,257株

※２ 資本の欠損の額は10,543千円であります。 

※１ 
    

  

  

※２
  



(損益計算書関係) 

  

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
  至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する
費用のおおよその割合は0％であり、一般管理費に属
する費用のおおよその割合は100％であります。 

なお、主要な費目及び金額は次のとおりでありま
す。 

            

通信費 2,787 千円 

交際費 4,032 千円 

給与諸手当・賞与 8,877 千円 

役員報酬 35,508 千円 

地代家賃 3,866 千円 

支払報酬 4,088 千円 

旅費交通費 2,148 千円 

支払手数料 5,089 千円 

減価償却費 349 千円 

法定福利費 4,318 千円 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する
費用のおおよその割合は0％であり、一般管理費に属
する費用のおおよその割合は100％であります。 

なお、主要な費目及び金額は次のとおりでありま
す。 

            

通信費 2,530 千円 

交際費 5,415 千円 

給与諸手当・賞与 9,930 千円 

役員報酬 43,308 千円 

地代家賃 9,799 千円 

支払報酬 8,869 千円 

旅費交通費 2,551 千円 

支払手数料 16,252 千円 

減価償却費 987 千円 

法定福利費 5,591 千円 



(株主資本等変動計算書関係) 

  

第７期(自 平成17年７月１日  至 平成18年６月30日) 

  

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

(注)当期の増加は、新株引受権及び新株予約権の行使によるものであります。 

  

２．配当に関する事項 

  

(1)配当金支払額 

  

(2)基準日が当期に属する配当金のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前へ   次へ 

  前期末株式数(株) 当期増加株式数(株) 当期減少株式数(株) 当期末株式数(株) 

 発行済株式 

  普通株式 

 

9,257 

 

90 

 
― 

  

9,347 

合計 9,257 90 ― 9,347 

  

決議 
株式の種類 配当金の総額 

１株当たり配当
額 

基準日 効力発生日 

平成17年９月27
日定時株主総会 

普通株式 ― ― ― ― 

  

決議 
株式の種類 配当金の総額 配当の原資

１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年９月27
日定時株主総会 

普通株式 28,975千円 利益剰余金 3,100円
平成18年
６月30日 

平成18年 
９月28日 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
  至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係 (平成17年6月30日
現在) 

  

現金及び預金  959,489 千円 

現金及び現金同等物  959,489 千円 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係 (平成18年6月30日
現在) 

  

現金及び預金  1,060,080 千円 

現金及び現金同等物 1,060,080 千円 



(リース取引関係) 

  

  

  

  

前へ   次へ 

前事業年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記内容の重

要性が乏しく、契約１件あたりの金額が少額なリ－ス取引のため財務諸表等規則第８条の６第６項の規定により

記載を省略しております。 

当事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記内容の重

要性が乏しく、契約１件あたりの金額が少額なリ－ス取引のため財務諸表等規則第８条の６第６項の規定により

記載を省略しております。 



(有価証券関係) 

時価評価されていない有価証券の内容及び貸借対照表計上額  

  

前へ   次へ 

  
区分 

前事業年度 
 (自 平成16年７月１日 
  至 平成17年６月30日) 

  

当事業年度 
 (自 平成17年７月１日  
  至 平成18年６月30日) 

貸借対照表計上額(千円) 
  

貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

非上場株式 
1,204 1,204 



(デリバティブ取引関係) 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前へ   次へ 

前事業年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

当事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 



(退職給付関係) 

 当社は、退職一時金制度および退職年金制度を採用しておりません。また厚生年金基金に加入していないため、該

当事項はありません。 

  

 当社は、退職一時金制度および退職年金制度を採用しておりません。また厚生年金基金に加入していないため、該

当事項はありません。 

  

前へ   次へ 

前事業年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

当事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年６月30日) 

当事業年度 
(平成18年６月30日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  

繰延税金資産  

  未払事業税否認   2,039千円 

  その他    23千円 

繰延税金資産計     2,062千円 

  評価性引当額 ― 

繰延税金資産合計 2,062千円 

   

   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3％ 

住民税均等割等 0.2％ 

繰越欠損金 △33.0％ 

その他 △0.4％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.8％ 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  

繰延税金資産   

  未払事業税否認   6,444千円 

  その他   ― 

繰延税金資産計     6,444千円 

  評価性引当額 ―  

繰延税金資産合計 6,444千円 

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。 

  
  



(ストック・オプション等関係) 

  

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

(注) １ 提出日の前月末現在、従業員の退職による50株分失効及び1,050株分の権利行使が発生しております。 

２ 第３回新株引受権付社債は、同社債の新株引受権部分につき成功報酬型ワラントとして利用したストックオプショ

ン制度を実施するため、当社取締役及び従業員等に対し支給または売却することを目的として発行したものであり

ます。 

  

(注) １ 提出日の前月末現在、非常勤職員の退職による30株分失効及び10株分の権利行使が発生しております。 

２ 平成14年９月26日の第３回定時株主総会において特別決議された後、実際のストックオプション付与に当たり、新

株予約権の行使期間は、平成17年９月13日から平成19年12月31日までに変更しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

当事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

決議年月日 平成13年８月16日 (注) ２

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社の役員   ２
当社の従業員  ６ 
当社の非常勤職員４ 

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 1,300 (注) １

付与日 平成13年９月26日

権利確定条件 定めておりません。

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間 平成13年９月１日～平成20年８月31日

決議年月日 平成14年９月26日

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社の従業員  １
当社の非常勤職員４ 
当社の顧問   ３ 

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 100 (注) １

付与日 平成15年９月12日

権利確定条件 
新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社または当社の子会
社の取締役、監査役、従業員、非常勤職員及び顧問であることを要す。 

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間 平成17年９月13日～平成19年12月31日 (注) ２

決議年月日 平成16年11月19日

付与対象者の区分及び人数(名) 

当社の取締役  ２
当社の監査役  １ 
当社の従業員  １ 
当社の非常勤職員５ 
当社の顧問   ３ 

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 145 (注) １



(注) １ 提出日の前月末現在、従業員及び非常勤職員の退職により、28株分失効しております。 

  

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

  

②単価情報 

  

  

  

  

  

  

(持分法損益等) 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

前へ  

付与日 平成16年12月30日

権利確定条件 
新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社または当社の子会
社の取締役、監査役、従業員、非常勤職員及び顧問であることを要す。 

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間 平成18年12月31日～平成26年５月31日

決議年月日 平成13年８月16日 平成14年９月26日 平成16年11月19日

権利確定前 

  期首 (株) ― 70 117

  付与 (株) ― ― ―

  失効 (株) ― ― ―

  権利確定 (株) ― 70 ―

  未確定残 (株) ― ― 117

権利確定後 

  期首 (株) 380 ― ―

  権利確定 (株) ― 70 ―

  権利行使 (株) 80 10 ―

  失効 (株) ― ― ―

  未行使残 (株) 300 60 ―

決議年月日 平成13年８月16日 平成14年９月26日 平成16年11月19日

権利行使価格(円) 75,000 75,000 160,000

行使時平均株価(円) 701,500 567,600 ―

付与日における公正な評価単価(円) ― ― ―

前事業年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

当事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 



【関連当事者との取引】 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注)  １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

前事業年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

当事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
  至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日) 

 １株当たり純資産額             103,768円16銭 

 １株当たり当期純利益           20,257円63銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 13,633円90銭 

  

当社株式は当事業年度中に上場したため、１株当た
り情報の算定期間である当事業年度を通した期中平均
株価が把握できないことから、上場後の期中平均株価
を当事業年度を通した期中平均株価とみなして潜在株
式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。 

 １株当たり純資産額              115,732円56銭 

 １株当たり当期純利益           12,299円30銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 11,735円43銭 

  

  

項目 
前事業年度 

(自 平成16年７月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
 至 平成18年６月30日) 

１株当たり当期純利益 

 当期純利益 

 普通株主に帰属しない金額 

 普通株式に係る当期純利益 

 普通株式の期中平均株式数 

  

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益 

  当期純利益調整額 

  普通株式増加数 

 (うち新株予約権等) 

  

 希薄化効果が計算し得ないた
め、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要 

                

   

  111,497千円 

  ― 千円 

  111,497千円 

  5,504株 

  

 
 

  ― 千円 

  2,674株 

  (2,674株) 

  

  

   

  

  114,420千円 

  ― 千円 

  114,420千円 

  9,303株 

  

 
 

  ― 千円 

  447株 

  (447株) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
  至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
  至 平成18年６月30日) 

     当社は、平成18年９月27日開催の定時株主総会におい
て、取締役及び監査役のストックオプション報酬額の設



  

定及びストックオプションとして当社の取締役及び監
査役に対し、新株予約権を発行すること、及び、会社法
第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、ストック
オプションとして当社の従業員及び顧問に対し、新株予
約権を発行することを決議しました。 
この内容は、「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の

状況 (7) ストックオプション制度の内容」に記載のと
おりであります。 

     

     



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

    

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

投資有価
証券 

その他有
価証券 

株式会社ジャック・インベス
トメント 

  

13 1,204

計 
13 1,204 



【有形固定資産等明細表】 

       

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

資産の種類 

  
前期末 
残高 
(千円) 

  
当期 
増加額 
(千円) 

  
当期 
減少額 
(千円) 

当期末 
残高 
(千円) 

当期末減価償
却累計額及び
減損損失累計
額又は償却累
計額 
(千円) 

当期償却額
(千円) 

  
差引当期末 
残高 
(千円) 

有形固定資産      
  

 建物 2,781 22,271 2,781 22,271 802 871 21,468 

 器具及び備品 8,103 5,154 1,694 11,563 5,891 833 5,671 

有形固定資産計 10,885 27,425 4,475 33,834 6,694 1,704 27,140 

無形固定資産        

 ソフトウェア 158 26,883 ― 27,041 5,305 5,274 21,736 

無形固定資産計 158 26,883 ― 27,041 5,305 5,274 21,736 

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産        

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

建物 新オフィス設備  22,271千円 

器具及び備品 ビジネスフォンの購入  1,050千円 

ソフトウェア 株価配信用ソフトウェアの購入 15,763千円 

      

      



【社債明細表】 

  

  

(注) １ 新株引受権付社債に関する記載は以下のとおりであります。  

  

  

  

【借入金等明細表】 

      該当事項はありません。 

銘柄 発行年月日 
前期末残高
(千円) 

当期末残高
(千円) 

利率(％) 担保 償還期限 

  
第3回新株引受権
付社債 
(注)１ 

平成年月日 
  

13.8.31 
  
― 

  
― 

長期
プライム 
レート 
  

なし
  

平成年月日 
  

20.8.31 

合計 ― ― ― ― ― ― 

発行すべき株式の 
内容 

株式の発行
価格 

発行価額の 
総額 

新株引受権の行
使により発行し
た株式の発行価
額の総額 

新株引受権
の付与割合

新株引受権の
行使期間 

新株引受権の
譲渡に関する

事項 

普通株式 75,000円 97,500千円 65,250千円 100%
自 平成13.９.１
至 平成20.８.31 

本社債と分 
離して譲渡 
することが 
できる。 



  

【引当金明細表】 

該当事項はありません。 



(2) 【主な資産及び負債の内容】   

①  現金及び預金           

  

② 売掛金         

相手先別内訳              

  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

 現金 251

普通預金 1,059,829

預金計 1,060,080

合計 1,060,080

相手先 金額(千円)

株式会社ＣＳＫ証券サービス 16,465

三井住友カード株式会社 6,530

日興コ－ディアル証券株式会社 4,870

株式会社外為どっとコム 3,485

ゴールドマン・サックス証券会社 
東京支店 

1,326

 その他 416

合計 33,094

期首残高 
(Ａ) 
  

(千円) 

当期発生高 
(Ｂ) 
  

(千円) 

当期回収高
(Ｃ) 
  

(千円) 

当期末残高
(Ｄ) 
  

(千円) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

21,875 470,516 459,297 33,094 93.3 21.3



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

決算期  ６月30日 

定時株主総会  毎決算期末日の翌日から３ヶ月以内

基準日  ６月30日 

株券の種類  １株券、10株券、50株券

中間配当基準日  12月31日 

１単元の株式数  ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所  東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人  大阪市中央区北浜四丁目５番33号   住友信託銀行株式会社

  取次所  住友信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料  無料 

  新券交付手数料  無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料  １件につき10,000円 

  株券登録料  １枚につき500円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所  ― 

  株主名簿管理人  ― 

  取次所  ― 

  買取手数料  ― 

公告掲載方法 

電子公告とする。ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事

由が生じたときは、東京都において発行する毎日新聞に掲載して行う。なお、電子公告

は下記の当社ホームページに掲載する。 

ホームページアドレス http://www.dreamvisor.com 

株主に対する特典  該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第６期) 

自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日 

 
平成17年９月29日 
関東財務局長に提出。 

(2) 半期報告書 (第７期中) 
自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日 

 
平成18年３月27日 
関東財務局長に提出。 

(3) 
自己株券買付状況報
告書 

  
自 平成18年８月11日 
至 平成18年８月31日 

 
平成18年９月８日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  

平成17年９月27日

 ドリームバイザー・ドット・コム株式会社 

 取 締 役 会    御 中 

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているドリー

ムバイザー・ドット・コム株式会社の平成16年７月１日から平成17年６月30日までの第６期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ドリー

ムバイザー・ドット・コム株式会社の平成17年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

  

  

  
  

独立監査人の監査報告書 

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士   鈴 木  茂 夫         ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士   千 頭   力           ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  

  

平成18年９月26日

 ドリームバイザー・ドット・コム株式会社 

 取 締 役 会    御 中 

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているドリー

ムバイザー・ドット・コム株式会社の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第７期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行

った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ドリー

ムバイザー・ドット・コム株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

  

  

  
  

独立監査人の監査報告書 

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士   鈴 木  茂 夫         ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士   千 頭   力           ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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